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し，第 5 章では，推定結果を示す．最後に，本稿のまとめと残された課題について述べる． 
2. 大田区・東大阪市の製造業 
本章では，本稿でとりあげる大田区と東大阪市の状況を説明する2．大田区は，東京都の中心にあた
る東京 23 区の南西部に位置し，面積 59.5 平方キロメートル，2003 年 10 月現在で人口 667 千人の
区である．一方，東大阪市は，東京都につぐ規模をもつ大阪府の東部に位置し，面積 61.8 平方キロメ













                                                  
2  大田区および東大阪市の説明は，大田区役所のホームページ（http://www.city.ota.tokyo.jp/）および東大阪市役
所のホームページ（http://www.city.higashiosaka.osaka.jp/）をそれぞれ参考にした．なお，大田区は，1947 年 3 月
15 日，大森区と蒲田区との合併により誕生し，東大阪市は，1967 年 2 月 1 日，布施市，河内市，枚岡市の 3 市の合併
により誕生している．また，大田区，東大阪市の産業の歴史については，上記のホームページや中小企業金融公庫調






心に概観しておく3．図 1 に，1960 年から 2001 年までの事業所数の推移を示す．高度経済成長時に





計表』を用いた中小企業金融公庫 (2002) でも同様に示されている． 
大田区，東大阪市の製造業について，2 桁産業分類（中分類）にもとづいた事業所数および従業者
数を表 1，表 2 にそれぞれ示す．2001 年現在で，大田区と東大阪市の事業所数はそれぞれ 7 千件台，
8 千件台となっており，また，従業者数はいずれも 7 万人台となっている．これらの地域の製造業はほ
ぼ同規模といえ，製造業のうち，特に，金属，一般機械の事業所数が多い．また，表 1，表 2 では，
1996-2001 年の事業所数および従業者数の産業成長率もそれぞれ示している．ここで，地域r （大田









IGR  (1) 
ri M は地域r における業種i の2001年の事業所数あるいは従業者数， ) 5 (− ri M は1996年の事業所数











ri =  (2) 
N N N N i r ri , , , は，地域r における業種i の事業所数，地域r における全業種の事業所数，全国にお
ける業種i の事業所数，全国における全業種の事業所数をそれぞれあらわす4．  
(2)式にしたがって，大田区，東大阪市における各業種の産業特化度を求めた結果を表 3 に示す．
ただし，データの制約から，業種は 2桁産業分類にもとづいて求めている．表 3 において，1 より大きい
業種が全国レベルと比較して産業特化のすすむ業種となる．表 3 から，大田区，東大阪市の製造業は
                                                  















模で分類した事業所数を示す．従業者 1-4 人の規模の比率は全国レベルよりも高く，9 人以下の規模

























                                                  
5  参入と退出の実証分析については，たとえば，Orr (1973), Geroski and Schwalbach (1991) などがある．また，サ
ーベイ論文として，Siegfried and Evans (1994) があり，さらに，これまでの実証分析をもとに定式化された事実をまと
めたものとして Geroski  (1995) がある． 
6  退出障壁は，Caves and Porter (1976) 以降，いくつかの先行研究で提唱された概念であり，たとえば，Siegfried 














i U E ，および継続後の期待効用 ) (
c




i U E U E f − であらわせると
仮定する7．ここで，これらの期待効用は，経営者の個人属性 i E （ベクトル）および企業特性 i F （ベクト
ル）にそれぞれ依存するとおく．加えて，市場構造などの産業特性 i I （ベクトル）に依存することも考え
られよう8．これらの関係は，簡単化のために線形関係にあると仮定する．一方，事業撤退の意思は，実
際には質的変数でしか測定できない．そこで，これを i EXIT であらわすことにし 
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EXIT  (3) 




本稿で用いたデータは，2002 年 11 月，（財）中小企業総合研究機構によって実施されたアンケート
調査，「事業承継に関する実態調査」から入手した．この調査では，（財）大田区産業振興協会が管理








                                                  
7  退出のモデルは，Baden-Fuller (1989)，Gibson and Harris (1996)  などによっても提案されている．一方，Taylor 
(1999)  は，自営業主の継続について，自営業主の期待効用と雇用者の期待効用との差によって自営業主を継続する
としたモデルを示している． 
8  たとえば，Datta and Rajagopalan (1998) は，製品差別化や市場成長率などの産業特性が承継した経営者の在
職期間などの個人属性と関係することを示した． 
9  詳細は，中小企業総合研究機構 (2003) を参照されたい．また，集計結果や分析結果の一部は，中小企業庁 











世代ごとにコーホートにわけて，これらをあらわすダミー変数（ , 30 MAGE , 40 MAGE , 50 MAGE  
60 MAGE ）を用いてその影響をとらえることにした．また，経営者になった創業経緯について，経営者
自身が創業者であるか，あるいは，親族・姻族から承継して経営者になったかをあらわすダミー変数

















一方，Ghemawat and Nalebuff (1985)，Reynolds (1988) 以降，需要の縮小する市場における企
業規模にもとづく戦略的な退出行動のメカニズムの研究が試みられており，いくつかの研究では規模
の大きな企業ほどより早く退出する結果が示唆されている．しかし，実際には，Lieberman (1990)，





                                                  
10  実際には，「直前期黒字」「直前期のみ赤字」「2 期連続赤字」の 3 つの選択肢があるが，ここでは「直前期のみ赤字」


















表 6 に，各変数の基本統計量を示す．表 6 から，大田区では 30%以上が事業の撤退を望んでいる
一方，東大阪市では 20%を満たず，大田区企業のほうが事業の継続に消極的である傾向がみられて
いる．経営者の年齢は，大田区，東大阪市のそれぞれの平均はおよそ62歳，59歳であり，大田区と東
大阪市を 1 つにあわせた全サンプルではおよそ 61 歳であり，いずれの地域も平均年齢はかなり高い．
加えて，企業年齢は，大田区，東大阪市のそれぞれの平均はおよそ 43 年，40 年であり，全サンプル
でおよそ 42 年となっている． 
表 7 に大田区企業の推定結果，また，表 8 に東大阪市企業の推定結果を示す．それぞれの推定に








経営者の個人属性について，表 7の大田区における推定結果では，30 歳代とそれ未満，および 50
歳代の経営者が事業の撤退を望む傾向がみられており，表 8 の東大阪市における推定結果では，一
                                                  




13  実際に， SOLE と SIZE との相関係数は-0.405 となり負の相関がみられている． 
14  いくつかの業種ダミーが相関の存在によってモデルから除外された後，大田区について ) 16 ( 8 . 23 2
05 . 0
2 χ χ < = ，東
大阪市について ) 14 ( 8 . 14 2
05 . 0

















分に示されていない(e.g., Shapiro and Khemani, 1986; Rosenbaum and Lamort, 1992)．その一
方で，経営者に対するアンケート調査などでは経済的理由による退出が多いことは指摘されている




















                                                  
15  経営者の年代をあらわすダミー変数以外に，経営者の年齢やその対数値を用いた推定も試みており，全体的な結果
として，若い経営者ほど事業の撤退を望む傾向がみられた． 












続いて，大田区と東大阪市を 1 つとした全サンプルについての推定結果を表 9 に示す．表 7，表 8
では，全体的に，収益性，技術力，企業形態および企業規模が事業撤退の意思に影響を与えることを
示したが，表 9 でもほぼ同様の傾向がみられている．経営者の年代については，表 9 では，40 歳代，
50歳代を中心に正の係数を得ていることから，全体として若い経営者ほど事業の撤退を望む傾向がみ
られている． 




従業者数の減少が大きい．加えて，表 6 の PROF の平均から，大田区の場合，黒字であった企業が 3
割にとどまっており，大田区の中小・零細企業がより深刻な経済状況にあることは推察される．一方，大















                                                  
17  サンプルを 1 つにまとめることの妥当性を検証するために，表 7，表 8 の(i)(ii)について，定数項を含めたすべての係
数が大田区と東大阪市との間で変化しないことを帰無仮説とした尤度比検定を行った．その結果，(i)について
) 12 ( 2 . 17 2
05 . 0
2 χ χ < = ，(ii)について ) 13 ( 1 . 45 2
01 . 0
2 χ χ > = となった．すなわち，(i)については有意水準 5%で帰無仮説
を棄却できなかったため，サンプルを1つにまとめることは妥当でないとはいえないが，(ii)については有意水準1%で帰
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表 1. 大田区における製造業の事業所数・従業者数 
  2001 年 1996 年  産業成長率 
  事業所数  従業者数  事業所数  従業者数  事業所数  従業者数 
製造業  7,117 73,676  8,497 96,608  -1.5%  -2.4% 
食料品  136 3,130  190 3,991 -2.9% -2.1% 
飲料  7 323  7 455  0.0%  -3.0% 
繊維工業  11 47 14 57  -2.1%  -1.7% 
衣服  69 630 103  1,475  -3.5%  -7.4% 
木材  22 114  37 177  -4.5%  -3.8% 
家具装備品  151 1,144  199 1,531 -2.4% -2.5% 
パルプ紙  69 647  82 694  -1.5%  -0.6% 
印刷出版  427 4,407  491 5,387 -1.2% -1.7% 
化学工業  50 1,548  61 1,487 -1.7%  0.3% 
石油石炭  6 157  5 162  1.6%  -0.3% 
プラスチック  417 3,298  473 4,190 -1.1% -2.1% 
ゴム  28 425  37 367  -2.4%  1.3% 
皮革製品  5 20  9 36  -5.1%  -5.1% 
窯業土石  56 471  67 703  -1.6%  -3.5% 
鉄鋼  90 1,294  108 1,537 -1.6% -1.5% 
非鉄金属  109 880 145  1,140  -2.5%  -2.2% 
金属  1,517 10,512  1,780 13,151  -1.4%  -1.9% 
一般機械  2,152 17,921  2,554 22,094  -1.5%  -1.8% 
電気機械  942 17,370  1,132 17,669  -1.6%  -0.1% 
輸送用機械  333 3,248  414 5,136 -1.9% -4.0% 
精密機械  307 3,821  332  11,074 -0.7% -9.2% 
その他  213 2,269  257 4,095 -1.6% -5.1% 





表 2. 東大阪市における製造業の事業所数・従業者数 
  2001 年 1996 年  産業成長率 
  事業所数  従業者数  事業所数  従業者数  事業所数  従業者数 
製造業  8,571 78,873 10,212 97,424  -1.5%  -1.8% 
食料品  101 2,604  128 2,717 -2.1% -0.4% 
飲料  10 183  6 333  4.4%  -5.2% 
繊維工業  54 450  74 670  -2.7%  -3.5% 
衣服  305 2,145  430 3,509 -3.0% -4.3% 
木材  49 218  63 259  -2.2%  -1.5% 
家具装備品  268 2,277  322 2,988 -1.6% -2.4% 
パルプ紙  336 3,576  378 4,175 -1.0% -1.3% 
印刷出版  583 5,982  659 7,004 -1.1% -1.4% 
化学工業  121 2,223  115 2,203  0.4%  0.1% 
石油石炭  3 13  4 44  -2.5%  -10.6% 
プラスチック  807 7,864  889 8,803 -0.8% -1.0% 
ゴム  117 1,005  151 1,318 -2.2% -2.4% 
皮革製品  142 725 201  1,254  -3.0%  -4.8% 
窯業土石  68 937  78  1,244  -1.2%  -2.5% 
鉄鋼  195 2,385  235 2,946 -1.6% -1.8% 
非鉄金属  122 1,669  142 2,421 -1.3% -3.2% 
金属  2,293 16,533  2,735 20,611  -1.5%  -1.9% 
一般機械  1,787 13,882  2,132 16,491  -1.5%  -1.5% 
電気機械  467 5,432  574 7,695 -1.8% -3.0% 
輸送用機械  244 3,964  277 4,866 -1.1% -1.8% 
精密機械  105 1,356  110 1,335 -0.4%  0.1% 
その他  394 3,450  509 4,538 -2.2% -2.4% 





表 3. 大田区・東大阪市における製造業の産業特化度（2001 年） 
業種  大田区  東大阪市 
製造業  1.9 2.7 
食料品  0.4 0.4 
飲料  0.1 0.2 
繊維工業  0.1 0.3 
衣服  0.2 1.2 
木材  0.2 0.4 
家具装備品  0.8 1.6 
パルプ紙  0.8 4.4 
印刷出版  1.3 2.1 
化学工業  1.0 2.7 
石油石炭  0.8 0.4 
プラスチック  2.6 5.8 
ゴム  0.6 3.0 
皮革製品  0.1 2.9 
窯業土石  0.4 0.5 
鉄鋼  2.1 5.1 
非鉄金属  3.3 4.2 
金属  3.3 5.7 
一般機械  5.2 4.9 
電気機械  4.0 2.2 
輸送用機械  2.3 1.9 
精密機械  4.6 1.8 
その他  1.0 2.2 





表 4. 大田区・東大阪市の中小・零細事業所の割合（2001 年） 
従業者規模  大田区  東大阪市  全国 
1-4 人  4,145 (58.3%)  4,689 (54.7%) 319,277 (49.1%) 
5-9 人  1,507 (21.2%)  1,977 (23.1%) 141,761 (21.8%) 
10-19 人  787 (11.1%)  1,070 (12.5%) 88,951  (13.7%) 
20-29 人  292 (4.1%)  380 (4.4%) 34,795 (5.3%) 
30 人以上  384 (5.4%)  453 (5.3%) 65,963  (10.1%) 
合計  7,115 (100.0%)  8,569 (100.0%) 650,747  (100.0%) 
資料：  総務省統計局『事業所・企業統計調査報告』 






表 5. 変数の説明 
項目  変数名  説明 
撤退  EXIT  
1:  自分の代で事業をやめたい場合，0:  自らの引退後も事業を続け
てほしい場合 
30 MAGE   1:  調査時点での経営者の年齢が 30 歳代以下の場合，0:  それ以外 
40 MAGE   1:  調査時点での経営者の年齢が 40 歳代の場合，0:  それ以外 
50 MAGE   1:  調査時点での経営者の年齢が 50 歳代の場合，0:  それ以外 
年代 
60 MAGE   1:  調査時点での経営者の年齢が 60 歳代の場合，0:  それ以外 
ENTRE   1:  自らが創業者の場合，0:  それ以外 
創業経緯 
FAMIL  1:  親族あるいは配偶者の親族から承継した場合，0:  それ以外 
収益性  PROF   1:  直前期黒字の場合，0:  直前期赤字の場合 
技術力  TECH   1:  独自の技術・ノウハウあるいは特許などがある場合，0:  それ以外 
組織形態  SOLE   1:  個人事業の場合，0:  法人事業の場合 
企業年齢  AGE   2002 年末時点での企業年齢の対数値 
企業規模  SIZE  
調査時点での従業者数に 1 を加えた値の 
対数値（ただし，従業者数には，事業主，法人役員，臨時従業員，派
遣社員などは含まれない） 
産業成長率  IGR   産業成長率（(1)式を参照） 
産業特化度  AGGL  産業特化度（(2)式を参照） 
地域  OTA  1:  大田区の場合，0:  東大阪市の場合 







表 6. 変数の基本統計量（平均，標準偏差） 
変数  大田区  東大阪市  全サンプル 
EXIT   0.365 0.174 0.289 
  (0.482) (0.379) (0.454) 
30 MAGE   0.013 0.028 0.019 
  (0.114) (0.164) (0.136) 
40 MAGE   0.059 0.093 0.073 
  (0.237) (0.291) (0.260) 
50 MAGE   0.294 0.343 0.313 
  (0.456) (0.475) (0.464) 
60 MAGE   0.442 0.418 0.433 
  (0.497) (0.494) (0.496) 
ENTRE   0.482 0.524 0.499 
  (0.500) (0.500) (0.500) 
FAMIL  0.444 0.393 0.424 
  (0.497) (0.489) (0.494) 
PROF   0.391 0.577 0.465 
  (0.488) (0.495) (0.499) 
TECH   0.396 0.501 0.438 
  (0.489) (0.501) (0.496) 
SOLE   0.139 0.154 0.145 
  (0.346) (0.361) (0.352) 
AGE   3.664 3.533 3.612 
  (0.421) (0.610) (0.508) 
SIZE   1.949 2.419 2.135 
  (1.309) (1.125) (1.260) 
IGR   -0.067 -0.040 -0.056 
  (0.059) (0.020) (0.049) 
AGGL  3.124 4.215 3.556 
  (1.293) (1.764) (1.589) 
観測数  606 397  1003 






表 7. 推定結果(1)：大田区 
変数  (i) (ii)  (iii)  (iv) 
30 MAGE   1.442** 1.256** 1.348** 1.301** 
  (0.669) (0.556) (0.602) (0.562) 
40 MAGE   0.586* 0.389 0.377 0.396 
  (0.331) (0.298) (0.307) (0.299) 
50 MAGE   0.517** 0.383** 0.370* 0.386** 
  (0.210) (0.191) (0.197) (0.191) 
60 MAGE   0.171 0.102 0.070 0.109 
  (0.186) (0.171) (0.178) (0.171) 
ENTRE   -0.134 0.281 0.338 0.269 
  (0.305) (0.267) (0.280) (0.267) 
FAMIL  0.051 0.370 0.415 0.369 
  (0.309) (0.272) (0.282) (0.271) 
PROF   -0.291* -0.813*** -0.815*** -0.798*** 
  (0.151) (0.129) (0.135) (0.130) 
TECH   -0.492*** -0.769*** -0.858*** -0.781*** 
  (0.145) (0.129) (0.136) (0.130) 
SOLE   0.491*** 1.105*** 1.209*** 1.124*** 
  (0.188) (0.173) (0.187) (0.175) 
AGE   0.233 -0.166 -0.109 -0.150 
  (0.195) (0.174) (0.181) (0.175) 
SIZE   -0.771***      
  (0.083)      
IGR       0.082 
      (1.033) 
AGGL      0.048 
      (0.048) 
業種ダミー  なし  なし  あり  なし 
観測数  607 607 607 607 
対数尤度  -249.7 -305.9 -294.0 -305.4 
2 χ   295.7*** 183.4*** 207.1*** 184.4*** 





表 8. 推定結果(2)：東大阪市 
変数  (i) (ii)  (iii)  (iv) 
30 MAGE   -0.604 -0.587 -0.845 -0.593 
  (0.758) (0.733) (0.812) (0.733) 
40 MAGE   0.804** 0.680* 0.587 0.683* 
  (0.401) (0.367) (0.381) (0.368) 
50 MAGE   0.054 0.045 -0.091 0.049 
  (0.319) (0.299) (0.314) (0.303) 
60 MAGE   -0.015 0.009 -0.032 0.020 
  (0.297) (0.280) (0.289) (0.283) 
ENTRE   -0.329 0.0003 0.018  0.004 
  (0.368) (0.343) (0.359) (0.345) 
FAMIL  -0.102 0.157 0.251 0.165 
  (0.398) (0.363) (0.375) (0.364) 
PROF   -0.356* -0.581*** -0.579*** -0.579*** 
  (0.181) (0.167) (0.176) (0.168) 
TECH   -0.295 -0.448*** -0.502*** -0.453*** 
  (0.184) (0.173) (0.184) (0.173) 
SOLE   0.532**  1.029*** 1.112*** 1.039*** 
  (0.228) (0.205) (0.215) (0.207) 
AGE   0.151 -0.035 -0.064 -0.031 
  (0.196) (0.182) (0.191) (0.182) 
SIZE   -0.627***      
  (0.117)      
IGR       0.687 
      (4.223) 
AGGL      -0.016 
      (0.048) 
業種ダミー  なし  なし  あり  なし 
観測数  397 397 397 397 
対数尤度  -131.7 -148.7 -141.3 -148.6 
2 χ   103.3*** 69.3*** 84.1*** 69.4*** 





表 9. 推定結果(3)：全サンプル 
変数  (i) (ii) 
30 MAGE   0.497 0.473 
  (0.424) (0.391) 
40 MAGE   0.771*** 0.629*** 
  (0.250) (0.225) 
50 MAGE   0.376** 0.310* 
  (0.173) (0.159) 
60 MAGE   0.138 0.113 
  (0.156) (0.144) 
ENTRE   -0.211 0.219 
  (0.234) (0.211) 
FAMIL  -0.018 0.293 
  (0.242) (0.216) 
PROF   -0.326*** -0.731*** 
  (0.114) (0.100) 
TECH   -0.418*** -0.657*** 
  (0.113) (0.102) 
SOLE   0.479*** 1.037*** 
  (0.143) (0.130) 
AGE   0.233* -0.038 
  (0.134) (0.123) 
SIZE   -0.725***  
  (0.066)  
OTA  0.304*** 0.575*** 
  (0.115) (0.104) 
業種ダミー  なし  なし 
観測数  1003 1003 
対数尤度  -386.5 -461.3 
2 χ   433.3*** 283.7*** 
注： ***，**，*はそれぞれ 1%水準，5%水準，10%水準で有意であることを示す． 



























資料：  総務省統計局『事業所・企業統計調査報告』 
注：『事業所・企業統計調査報告』は，1981年まで3年ごとの調査であり，それ以降，5年ごとの調査となっている．「全業
種」は，公務を除く非農林漁業をさす．1966 年以前の東大阪市については，布施市，河内市，枚岡市の合計によって
求めている． 